
（単位：円）

当年度 前年度 増   減

Ⅰ　資産の部

１．流動資産

現 金 預 金 620,714,135  

未 収 入 金 19,810,509  

製 品 192,006,243  

原 材 料 12,558,738  

前 払 費 用 4,299,683  

未 収 消 費 税 等 1,280,300  

850,669,608  

２．固定資産

（１）基本財産

預 金 223,397,321  

投 資 有 価 証 券 1,219,974,319  

1,443,371,640  

（２）特定資産

退 職 給 付 引 当 資 産 55,967,000  

役 員 退 職 慰 労 引 当 資 産 562,500  

放 送 教 育 振 興 基 金 120,000,000  

176,529,500  

３．その他固定資産

建 物 附 属 設 備 11,963,911  

什 器 備 品 3,413,094  

ソ フ ト ウ ェ ア 716,295  

リ ー ス 資 産 3,344,000  

電 話 加 入 権 615,820  

差 入 保 証 金 62,219,680  

82,272,800  

1,702,173,940  

2,552,843,548  

Ⅱ　負債の部

１．流動負債

未 払 金 9,214,184  

リ ー ス 債 務 1,108,800  

未 払 費 用 4,757,738  

預 り 金 3,435,038  

賞 与 引 当 金 9,758,961  

返 品 調 整 引 当 金 553,698  

未 払 法 人 税 等 35,000  

28,863,419  

特定資産合計

貸 借 対 照 表

平 成 24 年 9 月 30 日 現 在

科      目

流動資産合計

基本財産合計

その他固定資産合計

固定資産合計

資産合計

流動負債合計



当年度 前年度 増   減科      目

２．固定負債

リ ー ス 債 務 2,402,400  

退 職 給 付 引 当 金 55,967,000  

役 員 退 職 慰 労 引 当 金 562,500  

58,931,900  

87,795,319  

Ⅲ　正味財産の部

１．指定正味財産

指定正味財産合計 0  

２．一般正味財産 2,465,048,229  

1,443,371,640)  (        

120,000,000)  (           

正味財産合計 2,465,048,229  

負債及び正味財産合計 2,552,843,548  

（ う ち 基 本 財 産 へ の 充 当 額 ）

（ う ち 特 定 資 産 へ の 充 当 額 ）

（注）『「公益法人会計基準」の運用指針』（内閣府公益認定等委員会 平成20年4月11日、平成21年10月16日改正）

の附則「公益法人会計基準を適用する際の経過措置」により、前年度欄及び増減欄については記載していない。

固定負債合計

負債合計



（単位：円）

当年度 前年度 増   減

Ⅰ　一般正味財産増減の部

１．経常増減の部

（１）経常収益

15,231,894]  [            

  15,231,894  

234,930]  [                 

  234,930  

109,127,851]  [           

  107,234,238  

  1,893,613  

4,673,274]  [              

159,513]  [                 

  81,113  

  78,400  

  129,427,462  

（２）経常費用

194,146,823]  [           

  25,000,000  

  51,497,955  

  1,216,000  

  3,956,124  

  42,991,878  

  2,422,702  

  8,751,226  

  957,777  

  3,520,730  

  365,625  

  9,456,949  

  5,184,475  

  3,548,659  

  2,378,025  

  19,114  

  128,355  

  533,171  

  731,904  

  938,340  

  1,348,093  

印 刷 製 本 費

賃 借 料

消 耗 品 費

賞 与 引 当 金 繰 入 額

臨 時 雇 賃 金

役 員 退 職 慰 労 引 当 金 繰 入 額

退 職 給 付 費 用

福 利 厚 生 費

業 務 委 託 費

通 信 運 搬 費

広 告 宣 伝 費

交 際 費

会 議 費

旅 費 交 通 費

賞 与 手 当

そ の 他 雑 収 益

経常収益計

事 業 費

支 払 助 成 金

印 刷 教 材 作 成 費

放 送 教 材 作 成 費

役 員 報 酬

給 料 手 当

受 取 利 息

正 味 財 産 増 減 計 算 書

平 成 24 年 4 月 1 日 か ら 平 成 24 年 9 月 30 日 ま で

科      目

基 本 財 産 運 用 益

基 本 財 産 受 取 利 息

特 定 資 産 運 用 益

特 定 資 産 受 取 利 息

事 業 収 益

印 刷 教 材 出 版 事 業 収 益

返 品 調 整 引 当 金 戻 入

雑 収 益

放 送 教 材 複 製 頒 布 事 業 収 益



（単位：円）

当年度 前年度 増   減科      目

  1,347,193  

  57,144  

  21,143,660  

  2,182,836  

  532,100  

  415,853  

  215,401  

  437,383  

  1,994,042  

  503,040  

  371,069  

17,705,764]  [            

  2,776,374  

  4,329,957  

  398,441  

  1,007,735  

  449,270  

  196,875  

  1,164,115  

  2,452,600  

  115,167  

  26,734  

  292,620  

  484,038  

  74,853  

  174,651  

  189,697  

  600,000  

  2,014,561  

  355,344  

  75,600  

  35,904  

  31,718  

  59,736  

  149,589  

  75,162  

  175,023  

  211,852,587  

82,425,125    △         

減 価 償 却 費

保 険 料

雑 費

経常費用計

評価損益等調整前当期経常増減額

租 税 公 課

会 議 費

旅 費 交 通 費

消 耗 品 費

賃 借 料

修 繕 費

諸 謝 金

支 払 家 賃

共 益 費

清 掃 費

光 熱 水 料 費

図 書 費

交 際 費

雑 費

管 理 費

役 員 報 酬

給 料 手 当

賞 与 手 当

賞 与 引 当 金 繰 入 額

退 職 給 付 費 用

役 員 退 職 慰 労 引 当 金 繰 入 額

福 利 厚 生 費

業 務 委 託 費

通 信 運 搬 費

保 険 料

修 繕 費

諸 謝 金

支 払 家 賃

共 益 費

清 掃 費

光 熱 水 料 費

図 書 費

租 税 公 課

減 価 償 却 費



（単位：円）

当年度 前年度 増   減科      目

3,330,000]  [△           

3,330,000    △           

3,330,000    △           

85,755,125    △         

２．経常外増減の部

（１）経常外収益

  0  

（２）経常外費用

  0  

  0  

税引前当期一般正味財産増減額 85,755,125    △         

35,000]  [                  

85,790,125    △         

2,550,838,354  

  2,465,048,229  

Ⅱ　指定正味財産増減の部

0  

0  

0  

Ⅲ　正味財産期末残高 2,465,048,229  

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税

（注）『「公益法人会計基準」の運用指針』（内閣府公益認定等委員会 平成20年4月11日、平成21年10月16日改正）の附則「公

益法人会計基準を適用する際の経過措置」により、前年度欄及び増減欄については記載していない。

当期一般正味財産増減額

一般正味財産期首残高

一般正味財産期末残高

当期指定正味財産増減額

指定正味財産期首残高

指定正味財産期末残高

当期経常外増減額

基 本 財 産 評 価 損 益 等

基 本 財 産 評 価 損 益 等

評価損益等計

当期経常増減額

経常外収益計

経常外費用計



（単位：円）

使用目的等 金　　　額

（流動資産）

現金預金 現金 手元保管 運転資金として 168,031

預金 普通預金 運転資金として

三菱東京ＵＦＪ銀行本店 569,339,440

みずほ銀行新橋支店 409,020

ゆうちょ銀行００八支店 797,644

定期預金 運転資金として

三菱東京ＵＦＪ銀行本店 50,000,000

その他流動資産 未収入金 出版事業の販売未収金 19,810,509

製品 印刷教材、放送教材他 出版事業の棚卸資産 192,006,243

原材料 表紙カバー 出版事業で使用する材料 12,558,738

前払費用 家賃等の前払金 4,299,683

未収消費税等 1,280,300

流動資産合計 850,669,608

（固定資産）

基本財産 預金 普通預金 223,397,321

三菱東京ＵＦＪ銀行本店

投資有価証券 利付き国債債券他 1/2が実施事業資産であり、運用益

を助成事業及び管理業務の財源と

して使用している。

1,219,974,319

特定資産 退職給付引当資産 普通預金

三菱東京ＵＦＪ銀行本店

役員退職慰労引当資産 普通預金

三菱東京ＵＦＪ銀行本店

放送教育振興基金 国際復興開発銀行外国債券他 実施事業資産であり、運用益を助

成事業の財源として使用している。

120,000,000

その他固定資産 建物附属設備 ＯＡフロアー他 各事業及び管理業務で使用してい

る共有財産である。

11,963,911

什器備品 壁面収納他 各事業及び管理業務で使用してい

る共有財産である。

3,413,094

ソフトウェア 会計ソフト他 各事業及び管理業務で使用してい

る共有財産である。

716,295

リース資産 販売管理システム 各事業及び管理業務で使用してい

る共有財産である。

3,344,000

電話加入権 各事業及び管理業務で使用してい

る共有財産である。

615,820

差入保証金 事務所賃借に伴う保証金 62,219,680

固定資産合計 1,702,173,940

資産合計 2,552,843,548

役員の退職金支払の財源として積

み立てている。

55,967,000

562,500

貸借対照表科目

財 産 目 録

平 成 24 年 9 月 30 日 現 在

場所・物量等

1/2が実施事業資産であり、利息を
助成事業及び管理業務の財源とし
て使用している。

職員の退職金支払の財源として積

み立てている。



（単位：円）

使用目的等 金　　　額貸借対照表科目 場所・物量等

（流動負債）

未払金 日新印刷（株）他 印刷教材作成費等の出版事業の

未払い分

9,214,184

リース債務 販売管理システム システムのリースによるもの 1,108,800

未払費用 職員給与、広告費等の未払い分 4,757,738

預り金 源泉所得税、社会保険、地方税の

預り金

3,435,038

賞与引当金 職員に対するもの 職員に対する賞与の支払に備えた

もの

9,758,961

返品調整引当金 出版事業の棚卸資産返品の損失

に備えたもの

553,698

未払法人税等 35,000

流動負債計 28,863,419

（固定負債）

リース債務 販売管理システム システムのリースによるもの 2,402,400

退職給付引当金 職員に対するもの 職員に対する退職金の支払に備え

たもの

55,967,000

役員退職慰労引当金 役員に対するもの 役員に対する退職慰労金の支払

に備えたもの

562,500

固定負債計 58,931,900

負債合計 87,795,319

正味財産 2,465,048,229



財務諸表に対する注記

１． 重要な会計方針

(1)

(2) 有価証券の評価基準及び評価方法

満期保有目的の債券･･･････････････････

(3) 棚卸資産の評価基準及び評価方法

最終仕入原価法（収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）によっている。

(4) 固定資産の減価償却の方法

有形固定資産

建物附属設備、什器備品･･････････定額法によっている。

無形固定資産

ソフトウェア・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

リース資産

(5) 引当金の計上基準

退職給付引当金････････････････････････

役員退職慰労引当金････････････････････

賞与引当金･････････････････････････････

返品調整引当金･････････････････････････

(6) 消費税等の会計処理

税抜方式によっている。

(7) 税効果会計の適用について

その他の有価証券･･･････････････････時価のあるもの

従業員賞与の支給に充てるため、支給見込み額のうち、当年度に負担すべき

額を計上している。

返品による損失に備えるため、過去の返品実績を勘案した所要額を計上してい

る。

法人内における利用可能期間（５年）に基づき定額法によっている。

当事業年度から公益法人会計基準（内閣府公益認定等委員会 平成20年4月11日、 平成21年10月16日改正）を採用

している。

移動平均法による原価法を採用している。ただし、債券金額と異なる価額で取

得した債券で、当該金額が金利の調整と認められるものは、償却原価法によっ

ている。

決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は正味財産増減額として処理

し、売却原価は移動平均法により算定）を採用している。

ファイナンス・リース取引については、リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっている。

なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が平成20年3月31日以前のリース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。

従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務に基づき、当

期末に発生していると認められる額を計上している。

なお、退職給付債務は期末自己都合要支給額に基づいて計算している。

役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上し

ている。

税引前の当期正味財産増減額と法人税等の金額を合理的に期間対応させ、より適正な当期正味財産増減額を計上

することを目的として税効果会計を適用している。



２．基本財産及び特定資産の増減額及びその残高

基本財産及び特定資産の増減及びその残高は、次のとおりである。

退職給付引当資産

役員退職慰労引当資産

放送教育振興基金

３．基本財産及び特定資産の財源等の内訳

基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。

基本財産

預　　　金

投資有価証券

特定資産

退職給付引当資産

役員退職慰労引当資産

放送教育振興基金

４．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。

科　　　目

（単位：円）

123,397,321

合　　計

小　　計

0

562,500

小　　計

特定資産

1,322,720,255

1,446,117,576

預　　　金

投資有価証券

基本財産

建物附属設備

什器備品

ソフトウェア

リース資産

（単位：円）

科　　目

小　　　計

合　　　計

562,500 0)(                        

小　　　計

1,219,974,319 0)(                        

223,397,321 0)(                        223,397,321)(            0)(                        

55,967,000 0)(                        0)(                           

51,997,000

0

120,000,000

171,997,000

1,618,114,576

前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

55,967,000

562,500

120,000,000

4,532,500

0

0

0

3,970,000

176,529,500

1,619,901,140

（単位：円）

科　　　目

223,397,321

1,219,974,319

1,443,371,640

0

116,810,000

116,810,000

100,000,000

14,064,064

114,064,064

当期末残高
（うち指定正味財産

からの充当額
（うち一般正味財産

からの充当額）
（うち負債に
対応する額）

0

116,810,000118,596,564

55,967,000)(           

1,219,974,319)(         0)(                        

1,443,371,640 0)(                        1,443,371,640)(         0)(                        

176,529,500 0)(                        120,000,000)(            56,529,500)(           

1,619,901,140 0)(                        1,563,371,640)(         56,529,500)(           

0)(                           562,500)(               

120,000,000 0)(                        120,000,000)(            0)(                        

12,399,710 8,986,616 3,413,094

938,480 222,185 716,295

取得価額 減価償却累計額 当期末残高

19,520,244 7,556,333 11,963,911

5,280,000 1,936,000 3,344,000

合　　　計 38,138,434 18,701,134 19,437,300



５．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益は、次のとおりである。

６．関連当事者との取引の内容

該当事項なし。

７．重要な後発事象

該当事項なし。

時　　　価 評価損益

（単位：円）

6,000,000 6,147,600   147,600

種類及び銘柄

利付き国債債券第22回

第568回東京電力社債

利付き国債債券第61回

三井物産

99,072,222

108,130,000

100,000,000

92,810,395

100,000,000

帳簿価額

81,950,000

6,859,434  △                    

84,470,000   2,520,000

96,420,195 79,000,000 17,420,195  △                  

国際金融公社

国際復興開発銀行外国債券

欧州復興開発銀行外国債券

オランダ治水局信用銀行

（注）これらの債券の時価は、平成24年9月末日現在のものを表しており、満期が到来した場合、券面額により償還されるもの

である。

スウェーデン輸出信用銀行外国債券

三菱セキュリティーズパワーリバース外国債券

ＳＧＡソシエテ・ジェネラル・アクセプタンス

国際復興開発銀行外国債券

合　　　計

73,880,000 18,930,395  △                  

88,996,573 96,490,000   7,493,427

  2,355,000

利付き国債債券第27回

利付き国債債券第98回

440東京電力

1,210,614,319 1,079,308,600 131,305,719  △                

100,000,000 61,668,000 38,332,000  △                  

84,881,500 15,118,500  △                  

100,000,000 67,670,000 32,330,000  △                  

49,828,934 42,969,500

77,084,000 22,916,000  △                  

11,000,000 12,067,000   1,067,000

150,000,000 150,960,000   960,000

101,780,000   2,707,778

111,480,000   3,350,000

26,406,000 28,761,000



８．その他

（１） リース取引関係

①リース資産の内容

（2） 税効果会計関係

①繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

②法人税法上の非収益事業と収益事業の区分

③法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳

小計（Ｃ）＝（Ａ）＋（Ｂ）

法人税、住民税及び事業税（Ｄ）

法人税等調整額（Ｅ）

当期一般正味財産増減額（Ａ）-（Ｄ）-（Ｅ） △ 72,732,768 △ 85,790,125

（単位：円）

税引前当期一般正味財産増減額（Ａ）

△ 13,057,357

△ 13,057,357 △ 72,697,768 △ 85,755,125

0 35,000 35,000

0 0 0

非収益事業 収益事業 合　　計

△ 13,057,357 △ 72,697,768 △ 85,755,125

0 0 0

評価性引当金

　　繰延税金資産（固定資産）

3,847,958

5,804,164

△ 9,652,122

0

20,769,353

208,743

△ 20,978,096

0

寄付金損金算入限度額（Ｂ）

賞与引当金

棚卸評価損

評価性引当金

　　繰延税金資産（流動資産）

退職給付引当金

役員退職慰労引当金

（単位：円）

③利息相当額の算定方法は、リース料総額とリース資産計上価額との差額を利息相当額とし各期への配分方法につい

ては、利息法によっている。

②減価償却費相当額の算定方法は、リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっている。

貸借対照表に計上した固定資産のほか、事務機器の一部については所有権移転外ファイナンス・リース契約により

使用している。

当事業年度は、税引前当期一般正味財産減少額を計上しているため、記載を省略している。


